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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び整備・運用状
況の概要は以下のとおりであります。
１．業務の適正を確保するための体制

当社は企業理念において「ソフィアグループは、たえずお客様のニーズを先
取りし、先進的なITサービスによる新しい価値の創造を通して、社会貢献する
事を目指します。」と定め、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動を
とるための行動規範とすること、また、その精神を代表取締役が繰り返し役職
員に伝えることによって、法令遵守があらゆる企業活動の前提となることを徹
底することとしており、内部監査室は、各部門の業務が法令及び定款並びに社
内規程に適合して行われていることを監査において確認するものとしておりま
す。

また、上記企業理念の他、当社の業務の適正を確保するための体制の整備及
び運用に関する基本的な考え方として、「経営の透明性が求められるなかにあっ
て、経営環境の変化に迅速かつ適切に対応できる組織体制でありながら、同時
にリスク管理及び牽制の働く組織体制を構築し、維持することを目指す」と定
めております。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
① 取締役及び使用人に対して、当社グループの一員として必要な知識及び

倫理観の醸成を図るべく、コンプライアンス教育を実施する。
② コンプライアンス違反行為等について、取締役及び使用人が相談・通報

を行える内部通報制度を整備する。
③ 内部通報制度の利用者は、その利用においていかなる不利益も受けない

ものとする。
④ 社会的秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては

毅然とした態度を貫き、一切の関わりを持たないものとする。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 法令及び文書管理規程に従い、当社取締役会の記録及びその他決裁書等、

当社取締役の職務執行に係る重要な情報を適切に保存しかつ管理する。
② 当社取締役の職務執行に必要な文書等については、取締役及び監査役が

常時閲覧できるものとする。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な
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事項については、経営会議において十分な審議を行うほか、特に重要な
ものについては取締役会において報告する。

② グループ会社において重大なリスクが顕在化したときには対策本部を設
置し、被害を最小限に抑制するための適切な措置を講ずる。

③ 事業部門及び管理部門は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、
優先的に対応すべきリスクを選定し、適切にリスク管理を実施する。

④ 当社経営企画室は、事業部門及び管理部門が実施するリスク管理が体系
的かつ効果的に実施されるよう必要な支援、調整を行う。

⑤ 当社取締役会は、リスク管理に関する重要な事項を審議するとともに、
グループのリスク管理の実施について監督する。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社取締役会は、法令及び取締役会規程で定められた事項やその他経営

に関する重要事項を決定するとともに、取締役の業務執行状況を監督す
る。

② 取締役会は、原則として３ヶ月以内に１回開催するほか、必要に応じて
臨時に開催し機動的な意思決定を行う。

③ 当社は、迅速で効率性の高い企業経営を実現するために執行役員制度を
導入する。

⑸ 財務報告の信頼性・適正性を確保するための体制
① 財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある

法令に基づき評価等を行う。
② 当社及びグループ会社は、業務の執行にあたり職務分離による牽制等を

実施し、財務報告の適正性の確保に努める。

⑹ グループ会社における業務の適正を確保するための体制
① 当社は、グループ会社における経営の健全性及び効率性の向上を図るた

め、取締役及び監査役をグループ会社に必要に応じて派遣するとともに、
当社内に主管部門を設け、子会社の事業運営に関する重要な事項につい
て子会社から随時に報告を受けるほか、当社主催で経営会議及びグルー
プ役員会を定期的に開催してグループ会社の役職員を招聘して協議する。

② 監査役は、往査を含め子会社の監査を行うとともに、グループ会社にお
ける業務の適正の確保のため、監査に関して子会社の監査役と意見交換
等を行い、連携を図る。

③ 当社の内部監査室は、グループ会社の監査を実施し、子会社等が当社に
準拠して構築する内部統制及びその適正な運用状況について監督する。
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⑺ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取締
役は監査役職務補助使用人を配置する。

⑻ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
当該使用人は、監査役職務補助者業務を遂行するにあたり取締役の命令を

受けないものとし、その任免、専任・兼任の別、異動、人事考課、懲戒に関
しては、事前に監査役会の同意を要することとし、当該使用人の独立性及び
当該使用人に対する監査役の指示の実効性を確保する。

⑼ 取締役及び使用人の監査役への報告に関する体制
① 取締役及び使用人は、当社の業務又は業績に与える重要な事項について

監査役に適宜報告する。
② 監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求めることが

できるものとする。

⑽ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、重要な意思決定プロセスや業務の執行状況を把握するため、

取締役会その他重要な会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に
関わる重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることがで
きるものとする。

② 監査役は、監査役会規則及び監査役監査基準書に基づき監査の実効性を
確保するとともに、代表取締役と定期的な会合を持ち、会計監査人及び
内部監査人と緊密な連携を図りながら監査業務の達成を図るものとする。

⑾ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制

監査役に対しての報告、又は監査役監査に対して対応・協力した者が、当
該報告又は対応・協力を行ったことを理由として不利な取扱いを禁止すると
ともに、子会社においてもその徹底を図るものとする。

⑿ 監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に関わる方針に関
する事項

監査役がその職務の執行につき、費用の前払い等を請求したときは、請求
に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した
場合を除き、当社はこれを拒むことはできないものとする。
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２．業務の適正を確保するための体制の運営状況の概要
当事業年度における運用状況の概要は次のとおりです。

⑴ コンプライアンス体制の状況
コンプライアンス意識の徹底を図るため、当社グループの全従業員を対象

に定期的に「コンプライアンス研修」を行っております。さらに当事業年度
におきましては、当社グループの役員向けの「コンプライアンス研修」を実
施しました。また、当社グループの全役員・全従業員向けに個人情報保護を
含む情報セキュリティの研修を定期的に行っております。

当社グループでは公益通報者保護法に従い、内部通報に関する規程を策定
し、当社グループ全社を対象に内部通報窓口を当社社内及び外部の公正な第
三者である法律事務所に設けております。

⑵ リスク管理体制の状況
当社グループの各事業部門及び管理部門が担当部門のリスクの把握を行い、

適切にリスク管理を実施するほか、当社経営企画室が必要な支援や調整を行
っております。当社経営企画室は、子会社から重要なリスクについて随時報
告を受けるとともに、経営会議及びグループ役員会を毎月定期的に開催して
当該リスク事項について協議をしております。

当社取締役会は、グループ役員会から報告を受けて、リスク管理に関する
重要な事項を審議するとともに、当社グループのリスク管理について監督を
行っております。

⑶ 内部監査及び監査役監査の状況
内部監査については、代表取締役直轄の組織として内部監査室を設置して

おります。内部監査規程に基づいた業務監査を行い、代表取締役への報告を
行うほか、社内外に設置された内部通報受付窓口と連携する体制を整えてお
ります。

監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等からの聴
取、重要な決裁書類等の閲覧を行うなどの方法により監査を行っております。
また、監査役は、会計監査人から監査状況について監査結果の報告会で説明
を受けるほか、必要に応じて会計監査人と情報の交換をしております。

⑷ 社外取締役及び社外監査役の状況
当社は、これまでも社外取締役を選任することで取締役会において内部の

事情に捉われない忌憚のない意見の得られる場を確保してまいりましたが、
さらに社外取締役が経営会議等の議事録に直接アクセスする環境を整えるこ
とや当社経営企画室による子会社のリスク分析結果をグループ役員会の開催
前にレビューできるようにすることで、社外取締役の専門的な知見と豊富な
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経験をグループの経営管理に活用できる体制を構築しております。
社外監査役は、当社の業務執行者から独立した立場で、違法性の観点から

監査を行っております。また、監査役会に出席することにより、監査役間の
情報交換を行い、必要に応じて内部監査室その他各部門からの報告を受ける
ことで、会計監査に関する情報及び内部統制システム等の状況に関する情報
を把握しております。

当社は、コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の
経営監視の機能が重要と考えており、上記のような体制を構築することで、
外部からの経営監視機能が十分に機能する体制を整えております。
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連結持分変動計算書
（ 2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで ）

（単位：千円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

2025 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 2,065,855 11,621 1,013,191 △62,264

当 期 損 失 （△） − − △34,062 −

そ の 他 の 包 括 利 益 − − − −

当 期 包 括 利 益 合 計 − − △34,062 −

自 己 株 式 の 取 得 − − − △12

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 − − − △12

2026 年 ３ 月 31 日 期 末 残 高 2,065,855 11,621 979,129 △62,276

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 合 計そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素
合 計在 外 営 業 活 動 体

の 換 算 差 額
合 計

2025 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 203 203 3,028,607 3,028,607

当 期 損 失 （△） − − △34,062 △34,062

そ の 他 の 包 括 利 益 △203 △203 △203 △203

当 期 包 括 利 益 合 計 △203 △203 △34,265 △34,265

自 己 株 式 の 取 得 − − △12 △12

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 − − △12 △12

2026 年 ３ 月 31 日 期 末 残 高 − − 2,994,329 2,994,329
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴ 連結計算書類の作成基準
連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準

（以下、「ＩＦＲＳ」という。）に準拠して作成しております。
なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、ＩＦＲＳで求められる開示

事項の一部を省略しております。
⑵ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称
・連結子会社の数 ８社
・連結子会社の名称 ソフィア総合研究所株式会社

ソフィアデジタル株式会社
ソフィアセキュリティ株式会社
ルナ調剤株式会社
株式会社泉州薬局
有限会社コンビメディカル
株式会社長東
株式会社アルファメデイックス

⑶ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．金融商品
金融資産

（ⅰ）当初認識及び測定
当社グループは、営業債権及びその他の債権については発生時に当初

認識しております。その他の金融資産については、当社グループが当該
金融資産の契約当事者となった取引日に当初認識しております。

金融資産は、当初認識時に以下のとおり分類しております。
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（a）償却原価で測定する金融資産
以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産

に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有するこ

とを目的とする事業モデルに基づいて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支

払のみであるキャッシュ・フローが特定の日に生じる。
（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

（FVTOCIの金融資産）
当社グループはすべての資本性金融資産について、当初認識時に、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定してお
ります。

（c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（FVTPLの金融資産）
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産として指定する場合、

又は(a)(b)以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金
融資産に分類しております。

金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される
場合を除き、当初認識時に公正価値に当該金融資産に直接帰属する取引コ
ストを加算した金額で当初認識しております。純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産は、当初認識時に公正価値で測定しております。

（ⅱ）事後測定
金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定

しております。
（a）償却原価により測定する金融資産

償却原価により測定する金融資産については、実効金利法による償
却原価により測定しております。

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
公正価値で測定し、その変動額はその他の包括利益として認識して

おります。
ただし、資本性金融資産のうち、その他の包括利益を通じて公正価

値で測定すると指定したものから生じる配当金については、金融収益
の一部として、純損益に認識しております。また、当該金融資産の公
正価値の変動及び認識の中止に係る利得又は損失はその他の包括利益
として認識し、その累計額はその他の資本の構成要素に認識後、直ち
に利益剰余金に振り替えております。
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（c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。

（ⅲ）認識の中止
当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契

約上の権利が消滅した場合、又は金融資産を譲渡し、当該金融資産の所
有に係るリスク及び経済価値を実質的にすべて移転した場合に、当該金
融資産の認識を中止しております。

（ⅳ）減損
償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する

貸倒引当金を認識しております。
当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認

識時点から著しく増加しているかどうかを評価しており、当初認識時点
から信用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用
損失に等しい金額で測定しております。一方で、当初認識時点から信用
リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損失と等しい
金額で測定しております。

契約上の支払の期日経過が30日超である場合には、原則として信用
リスクの著しい増大があったものとしておりますが、信用リスクが著し
く増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情報のほか、取引
先の業績等悪化による財政困難など、当社グループが合理的に利用可能
かつ裏付け可能な情報を考慮しております。

なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場
合には、当該金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大し
ていないと評価しております。

ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、信用リ
スクの当初認識時点からの著しい増加の有無にかかわらず、常に全期間
の予想信用損失と等しい金額で貸倒引当金を認識しております。

金融資産の予想信用損失を、以下のものを反映する方法で見積ってお
ります。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りの
ない確率加重金額

・貨幣の時間価値
・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報

告日において過大なコストや労力を掛けずに利用可能な合理的で裏
付け可能な情報

― 9 ―

2026年05月28日 13時48分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



いずれの金融資産においても、その全部又は一部について回収ができ
ない、又は回収が極めて困難であると判断された場合には債務不履行と
判断し、信用減損金融資産として取り扱っております。また、当社グル
ープは、ある金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想
を有していない場合には、金融資産の総額での帳簿価額を直接減額して
おります。

当該測定に係る金額は、純損益に認識しております。また、連結決算
日現在で認識が要求される貸倒引当金の金額に修正するために必要とな
る予想信用損失（又は戻入）の金額を、貸倒引当金繰入額又は貸倒引当
金戻入額として純損益に認識しております。

ロ．棚卸資産
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定して

おります。正味実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から見積
販売コスト等を控除した額であります。取得原価は、総平均法又は移動平均
法に基づいて算定されており、購入原価、現在の場所及び状態に至るまでに
要したすべてのコストを含んでおります。

② 固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

有形固定資産の測定について原価モデルを採用しており、取得原価から減
価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で計上しております。

取得原価には、資産の取得に直接関連するコスト、解体・除去及び土地の
原状回復コストが含まれております。

土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年
数にわたり、定額法で計上されております。主要な資産項目ごとの見積耐用
年数は以下のとおりであります。

・ 建物及び構築物 ５〜39年
・ 工具器具及び備品 ３〜15年

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各年度末に見直しを
行い、変更があった場合には、会計上の見積りの変更として将来に向かって
調整しております。

ロ．無形資産
（ⅰ）個別に取得した無形資産

無形資産については、原価モデルを適用し、当初認識時に取得原価で
測定しております。当初認識後、取得原価から償却累計額及び減損損失
累計額を控除した価額で計上しております。
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（ⅱ）企業結合により取得した無形資産
企業結合により取得した無形資産については、取得日現在における公

正価値で測定しております。

（ⅲ）償却
無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を除い

て、それぞれの見積耐用年数にわたって、定額法で償却しております。
主な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。
・ ソフトウエア ５年

なお、見積耐用年数、償却方法及び残存価額は連結会計年度末日ごと
に見直しを行い、変更があった場合には、会計上の見積りの変更として
将来に向かって調整しております。

③ のれん
当社グループは、のれんを取得日時点で測定した被取得企業に対する非支配

持分の認識額を含む譲渡対価の公正価値から、取得日時点における識別可能な
取得資産及び引受負債の純認識額（通常、公正価値）を控除した額として測定
しております。

のれんの償却は行わず、毎期又は減損の兆候が存在する場合には、その都度、
減損テストを実施しております。

のれんの減損損失は連結損益計算書において純損益に認識しており、その後
の戻入は行っておりません。

また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累計額
を控除した額で計上しております。

④ リース
当社グループは、借手としてのリース取引について、契約の締結時に契約が

リースであるか又はリースを含んでいるかを判定しております。契約がリース
又はリースを含んだものであるのかどうかの判断は、対象資産が特定され、か
つ、特定された資産の使用を借手が支配しているかどうかで行います。支配と
は、借手が資産を使用する期間にわたって、借手が特定された資産の使用から
の経済的便益のほとんどすべてを得る権利を有しており、かつ、借手が特定さ
れた資産の使用を指図する権利を有している場合を言います。

契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始
日に、使用権資産及びリース負債を認識しております。
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リース負債は、リース開始日におけるリース料総額の未決済分を借手の追加
借入利子率で割り引いた現在価値として測定し、使用権資産は、リース負債の
当初測定額に、リース開始日以前に支払われた前払リース料を加算し、当初直
接コストやリース契約に基づき要求される原状回復義務等のコストを加えた額
で測定しております。

当初認識後は、使用権資産は見積耐用年数又はリース期間のいずれか短い期
間にわたって定額法で減価償却しております。リース負債は、リース負債に係
る金利、支払われたリース料及び該当する場合にはリース負債の見直し又はリ
ースの条件変更を反映する金額で事後測定しております。

リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融
費用は連結損益計算書において認識しております。

リース期間については、借手がリースを延長するオプションを行使すること
又はリースを解約するオプションを行使しないことへの経済的インセンティブ
を生じさせるすべての関連性のある事実及び状況を考慮した上で、延長オプシ
ョン又は解約オプションを行使するか否かを判断して決定しております。

ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースに
ついては、使用権資産及びリース負債を認識せず、リース料総額をリース期間
にわたって定額法又は他の規則的な方法により費用として認識しております。

⑤ 非金融資産の減損
棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、

期末日ごとに減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場
合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。のれん及び耐用年数を確
定できない、又は未だ使用可能ではない無形資産については、回収可能価額を
毎年同じ時期に見積っております。

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公
正価値のうちいずれか大きい方の金額としております。使用価値の算定におい
て、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産に固有の
リスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いております。減損
テストにおいて個別にテストされない資産は、継続的な使用により他の資産又
は資産グループのキャッシュ・インフローから、概ね独立したキャッシュ・イ
ンフローを生成する最小の資金生成単位に統合しております。のれんの減損テ
ストを行う際には、のれんが配分される資金生成単位を、のれんが関連する最
小の単位を反映して減損がテストされるように統合しております。企業結合に
より取得したのれんは、結合のシナジーが得られると期待される資金生成単位
に配分しております。
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当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成いたし
ません。全社資産に減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位
の回収可能価額を決定しております。

減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過す
る場合に純損益として認識いたします。資金生成単位に関連して認識した減損
損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、
次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額いたします。

のれんに関連する減損損失は戻し入れいたしません。その他の資産について
過去に認識した減損損失は、毎期末日において損失の減少又は消滅を示す兆候
の有無を評価しております。回収可能価額の決定に使用した見積りが変化した
場合は、減損損失を戻し入れます。減損損失は、減損損失を認識しなかった場
合の帳簿価額から必要な減価償却費及び償却額を控除した後の帳簿価額を上限
として戻し入れます。

⑥ 引当金
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定

的債務を負っており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可
能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に認識
しております。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及
び当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引
いております。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識しており
ます。

⑦ 収益
当社グループでは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサ

ービスの移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で
収益を認識しております（IFRS第９号に基づく利息及び配当収益等を除く）。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業の履行義務の充足時に(又は充足するにつれて)収益を認識する
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イ．インターネット関連のシステム開発
主に法人向けのシステム開発業務サービスの提供、システムエンジニアリ

ングの派遣サービスの提供を行っております。法人向けのシステム開発業務
については、サービスの提供完了の検収時点において、履行義務を充足する
ことから、一時点で収益を認識しております。また、システムエンジニアリ
ングの派遣については、一定期間にわたる契約をお客様と締結し、毎月提供
する役務内容に基づき収益を認識しております。

ロ．移動通信サービス（MVNO）
主にSIM、Wifiルーター端末及び各種端末類の販売やWifiレンタルサービ

スを提供しております。SIM、Wifiルーター端末及び各種端末類の販売につ
いては、商品を納品して検収を受けた時点において、履行義務を充足するこ
とから、一時点で収益を認識しております。Wifiレンタルサービスについて
は、Wifiルーターの利用に応じて履行義務を充足することから、その進捗度
に応じて収益を認識しております。進捗度の測定は、契約期間に基づいてお
ります。

ハ．調剤医薬品等の販売
調剤薬局において、調剤薬品を販売しております。調剤薬品の販売につい

ては、調剤医薬品の引渡し時点において履行義務を充足することから、一時
点で収益を認識しております。

⑧ 外貨換算
イ．外貨建取引

外貨建取引は、取引日の為替レートで当社グループの各社の機能通貨に換
算しております。

期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能
通貨に換算しております。

公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算
定日における為替レートで機能通貨に換算しております。

換算又は決済により生じる換算差額は、純損益として認識しております。
ロ．在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び
費用については平均為替レートを用いて日本円に換算しております。在外営
業活動体の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識してお
ります。在外営業活動体の換算差額は、在外営業活動体が処分された期間に
純損益として認識されます。
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⑨ その他連結計算書類作成のための重要な事項
従業員給付

短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供
された時点で費用として計上しております。

賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的もしくは推定的な
債務を負っており、信頼性のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基
づいて支払われると見積られる額を負債として認識しております。

２．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
⑴ のれんの評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん 1,838,419千円
（うち、インターネット関連事業に係るのれん 99,129千円

調剤薬局及びその周辺事業に係るのれん 1,739,290千円）
のれんの減損損失 96,725千円
（うち、インターネット関連事業に係る減損損失 ―千円

調剤薬局及びその周辺事業に係る減損損失 96,725千円）

② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の
情報

当社グループは、調剤薬局及びその周辺事業において、店舗数拡大によるス
ケールメリットを得るため、Ｍ＆Ａを事業拡大手法の１つとして実施しており
ます。企業結合により生じたのれんは毎期又は減損の兆候が存在する場合には、
その都度、減損テストを実施しております。

減損損失の測定に用いる使用価値は、経営環境等の外部情報や、それを踏ま
えた経営施策等の内部情報を総合的に勘案して策定した事業計画を基礎に将来
キャッシュ・フローを見積り、算定しております。当社グループは、予想され
る将来キャッシュ・フローの見積りに、処方箋枚数や処方箋単価、薬価差益率、
薬剤師の人数等の重要な仮定を考慮しております。

これらの見積りに用いた仮定は、将来の不確実な経済条件の変動によって影
響を受ける可能性があり、その場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類にお
いて追加の減損損失が発生する可能性があります。
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⑵ 繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 278,566千円
② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の

情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金の解消時期に、

生じる可能性の高い課税所得の範囲内で認識しております。当社グループは、
グループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の回収可能性の判断に当たっ
ては、連結グループ全体の事業計画に基づき、将来獲得し得る課税所得の時期
及び金額を見積っております。

これらの見積りは将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受
け、実際に生じた時期および金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以
降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

また、税制改正により法定実効税率が変更された場合に、翌連結会計年度以
降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

４．連結財政状態計算書に関する注記
資産から直接控除した貸倒引当金 53,304千円
有形固定資産の減価償却累計額 812,477千円
使用権資産の減価償却累計額 442,647千円
無形資産の減価償却累計額 33,248千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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５．連結損益計算書に関する注記
⑴ 非金融資産の減損

非金融資産は、概ね独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小の資金
生成単位でグルーピングを行っており、当連結会計年度において以下の資産につ
いて減損損失を計上しております。

(単位：千円)
種類 金額

有形固定資産
建物及び構築物 16,994
工具器具及び備品 8,814
車両運搬具 377

使用権資産 106,162
のれん 96,725
無形資産

ソフトウェア 1,231
合計 230,306

⑵ その他の収益
その他の収益の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：千円)
金額

補助金収入 6,444
社宅使用料 6,873
関係会社株式売却益 34,066
その他 7,946

合計 55,331
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⑶ その他の費用
その他の費用の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：千円)
金額

その他 2,002
合計 2,002

⑷ 金融収益及び金融費用
金融収益及び金融費用の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：千円)
金額

金融収益
受取利息

償却原価で測定する金融資産 4,705
その他の金融収益 21,845

合計 26,550
金融費用

支払利息
償却原価で測定する金融負債 13,420
リース負債 9,163

為替差損 76
その他の金融費用 672

合計 23,332

６．連結持分変動計算書に関する注記
発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普 通 株 式 4,677,720株 −株 −株 4,677,720株
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７．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 資本管理
当社グループは、事業の競争力を高めて継続的な成長を図り、企業価値を最

大化することを目指して資本管理をしております。当社グループが資本管理に
おいて用いる主な指標は、有利子負債、現金及び現金同等物、資本合計であり、
これらの指標については、経営者に定期的に報告され、モニタリングしており
ます。

なお、当社グループの借入金の一部について、資本に関する規制を含む財務
制限条項が付されており、当該財務制限条項に抵触した場合には、貸付人の請
求によって契約上の期限の利益を失い、ただちに債務の弁済をしなければなり
ません。

② 財務リスクの管理
当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク(信用リス

ク・流動性リスク・金利リスク)に晒されております。当社グループは、かかる
リスクを軽減するために、一定の方針に基づきリスク管理を行っております。
また、当社グループは、デリバティブ取引は金利変動リスクを回避するために
利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
イ．信用リスク

当社グループの営業活動から生ずる債権である営業債権は、顧客の業種や
規模に応じた信用リスクに晒されております。

当社グループは、取引先の与信枠を定期的に見直し、信用エクスポージャ
ーを当該枠内で適切に管理するとともに、営業債権について、与信管理の方
針に従い、各事業部門における営業管理担当部署が主要な取引先の状況を定
期的にモニタリングし、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、
回収遅延債権については、個別に把握及び対応を行う体制となっております。

連結計算書類に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、当社グル
ープの金融資産の信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。

なお、当社グループは、特定の相手先又はその相手先が所属するグループ
について、過度に集中した信用リスクを有しておりません。

当社グループは、営業債権、その他の債権及びその他の金融資産に対し、
取引先の信用状態に応じてその回収可能性を検討し、貸倒引当金を設定して
おります。

重大な金融要素を含んでいない営業債権及び契約資産は、常に全期間の予
想信用損失と同額で貸倒引当金を測定しております(単純化したアプローチ)。
その他の債権及びその他の金融資産については、原則として12ヶ月の予想信
用損失に等しい金額で貸倒引当金を測定しておりますが、金融資産に係る信
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用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合は、過去の貸倒実績や将
来の回収可能価額などをもとに、当該金融資産の回収に係る全期間の予想信
用損失を個別に見積って貸倒引当金の金額を測定しております(一般的なアプ
ローチ)。

信用リスクが著しく増大しているか否かは、債務不履行発生リスクの変動
に基づいて判断しており、その判断にあたっては、取引相手先の財務状況、
過去の貸倒損失計上実績、過去の期日経過情報などを考慮しております。当
社グループにおいては、原則として契約上の支払の期日超過が30日超である
場合に、信用リスクが著しく増大していると判断しております。また、いず
れの金融資産においても、その全部又は一部について回収ができない、又は
回収が極めて困難であると判断された場合に、債務不履行が生じていると判
断しております。これらの判断には、過大なコストや労力を掛けずに利用可
能な合理的で裏付け可能な情報を考慮しており、当該情報に基づいて反証可
能である場合には、信用リスクの著しい増大は生じていないものと判断して
おります。

いずれの金融資産についても、債務者からの弁済条件の見直しの要請、債
務者の深刻な財政難、債務者の破産等による法的整理の手続の開始等があっ
た場合には、信用減損金融資産として取り扱っております。また、将来回収
できないことが明らかな金額は、金融資産の総額での帳簿価額を直接減額し、
対応する貸倒引当金の金額を減額しております。

貸倒引当金の金額は、以下のように算定しております。
・営業債権及びその他の債権(契約資産)
単純化したアプローチに基づき、過去の貸倒実績率に将来の経済状況等の
予測を加味した引当率を総額での帳簿価額に乗じて算定しております。
・その他の債権及びその他の金融資産
信用リスクが著しく増大していると判定されていない資産については、同
種の資産の過去の貸倒実績率に将来の経済状況等の予測を加味した引当率
を総額での帳簿価額に乗じて算定しております。信用リスクが著しく増大
していると判定された資産及び信用減損金融資産については、取引相手先
の財務状況に将来の経済状況の予測等を加味した上で個別に算定した回収
可能価額と、総額での帳簿価額との差額をもって算定しております。

ロ．流動性リスク
当社グループは、必要な資金を金融機関借入により調達しております。金

融負債である借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループ
では、適切な返済資金を準備するとともに、金融機関より随時利用可能な信
用枠を確保し、継続的にキャッシュ・フローの計画と実績をモニタリングす
ることで流動性リスク管理を行っております。

― 20 ―

2026年05月28日 13時48分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



ハ．金利リスク
当社グループの一部の借入金は変動金利であるため、市場金利の変動リス

クに晒されております。当社グループは、変動金利借入金の金利変動リスク
を低減するため、状況に応じ、借入金の一部につき、金利スワップの検討を
継続しております。

⑵ 金融商品の公正価値等に関する事項及び金融商品の公正価値の適切な区分ごと
の内訳等に関する事項
金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のよう

に分類しております。
レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値
レベル２：レベル１以外の観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出さ

れた公正価値
レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む評価技法から

算出された公正価値
公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測

定に用いた重要なインプットのうち、最もレベルの低いインプットに応じて決定
しております。

① 公正価値の測定方法
金融資産及び金融負債の公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。

なお、連結財政状態計算書において経常的に公正価値で測定されている金融資
産及び金融負債はありません。

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値
現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債

務は、短期間で決済されるため公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。

差入保証金及び長期貸付金の公正価値は、当社グループの見積りによる信用
リスクを加味した割引率で、元利金の合計額を割り引いた現在価値により算定
しており、レベル２に分類しております。

借入金の公正価値は、当社グループが新たに同一残存期間の借入を同様の条
件で行う場合に適用される利率で、元利金の合計額を割り引いた現在価値によ
り算定しており、レベル２に分類しております。

上記以外のその他の金融資産及び負債は、短期間で決済されるもの等、公正
価値は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を公正価値としており
ます。
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② 償却原価で測定する金融商品の公正価値
償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりでありま

す。なお、公正価値が帳簿価額と近似している金融商品は開示を省略しておりま
す。

(単位：千円)
当連結会計年度

(2026年３月31日)
帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融資産

長期貸付金 32,405 28,392

差入保証金 121,210 110,964

償却原価で測定する金融負債
長期借入金(１年内返済
予定の長期借入金を含む) 1,360,497 1,346,609

― 22 ―

2026年05月28日 13時48分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



８．収益認識に関する注記
⑴ 収益の分解

売上収益はすべて顧客との契約から生じたものであり、財又はサービス及び収
益認識の時期による収益分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりでありま
す。

(単位：千円)
報告セグメント

その他 合計インター
ネット関連

事業
通信事業

調剤薬局
及びその
周辺事業

計

インターネット関連の
システム開発 1,114,960 − − 1,114,960 − 1,114,960

データセンターの
運用・保守 35,494 − − 35,494 − 35,494

不動産事業者向け
サービス − − − − − −

移動通信サービス
（MVNO） − 214,568 − 214,568 − 214,568

調剤医薬品等の
販売 − − 6,925,398 6,925,398 − 6,925,398

その他 − 83 39,049 39,132 250 39,382

合 計 1,150,455 214,651 6,964,448 8,329,556 250 8,329,806

一時点で移転される
財又はサービス 247,396 95,232 6,961,568 7,304,197 250 7,304,447

一定の期間にわたり
移転されるサービス 903,059 119,419 2,880 1,025,358 − 1,025,358

合 計 1,150,455 214,651 6,964,448 8,329,556 250 8,329,806

⑵ 契約残高
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりで

あります。
(単位：千円)

金額

顧客との契約から生じた債権 1,279,040

契約資産 −

契約負債 2,777
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当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれてい
た金額は、2,556千円であります。

当連結会計年度において、取引価格の変動等により、過年度に充足した履行義
務に関して認識した収益はありません。

なお、契約資産は主にインターネット関連事業における収益に対応する完成工
事未収入金、契約負債は主に各事業における前受金でありますが、これらの履行
義務の充足の時期や通常の支払時期が契約資産及び負債の残高に与える影響につ
いては、重要性が乏しいため記載を省略しております。

⑶ 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいて、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約

がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との
契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

⑷ 顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産
当連結会計年度末において、契約コストから認識した資産はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり親会社所有者帰属持分 646円91銭
⑵ 基本的１株当たり当期損失 7円36銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（ 2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2025 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 2,065,855 65,925 65,925 △82,603 △82,603

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 ( △ ) △414,304 △414,304

自 己 株 式 の 取 得

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 − − − △414,304 △414,304

2026 年 ３ 月 31 日 期 末 残 高 2,065,855 65,925 65,925 △496,907 △496,907

株 主 資 本
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2025 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 △62,264 1,986,911 1,986,911

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 ( △ ) △414,304 △414,304

自 己 株 式 の 取 得 △12 △12 △12

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △12 △414,316 △414,316

2026 年 ３ 月 31 日 期 末 残 高 △62,276 1,572,595 1,572,595
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016
年４月１日以後取得の建物附属設備について
は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。

建物附属設備 ８〜15年
無形固定資産
（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。
⑶ 引当金の計上基準

貸倒引当金 貸付金等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

株主優待引当金 株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、
将来に発生すると見込まれる額を計上してお
ります。

⑷ 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる
収益に関する主要な事業におけ
る主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企
業会計基準第29号 2020年３月31日）及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第30号 2021年３月26
日）を適用しており、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金
額で収益を認識しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
⑴ 貸倒引当金

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社長期貸付金 2,878,000千円
貸倒引当金 △1,561,909千円

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社は、保有する連結子会社向けの貸付金に対して個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見積額を貸倒引当金として計上しております。
連結子会社の財政状態の悪化により支払能力が低下した場合には、引当金の

追加計上をすることにより、当社の計算書類に影響を与える可能性があります。
⑵ 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 395千円

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金の解消時期に、

生じる可能性の高い課税所得の範囲内で認識しております。当社グループは、
グループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の回収可能性の判断に当たっ
ては、連結グループ全体の事業計画に基づき、将来獲得し得る課税所得の時期
及び金額を見積っております。

これらの見積りは将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受
け、実際に生じた時期および金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の
計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

また、税制改正により法定実効税率が変更された場合に、翌事業年度以降の
計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 3,811千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
⑵ 偶発債務

子会社ルナ調剤株式会社について下記の債務保証を行っております。
銀行借入に対する連帯保証 11,400千円

子会社株式会社アルファメデイックスについて下記の債務保証を行っておりま
す。

銀行借入に対する連帯保証 132,635千円
⑶ 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

① 短期金銭債権 106,304千円
② 短期金銭債務 1,491千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
⑴ 営業取引による取引高

営業収益 212,038千円
一般管理費 23,462千円

⑵ 営業取引以外の取引高 41,315千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首
の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普 通 株 式 49,040株 10株 −株 49,050株
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取りによるも

のであります。
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７．税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳

繰延税金資産 （単位：千円）
貸倒引当金繰入超過額 492,298
関係会社株式 53,096
減価償却超過額 10
繰越欠損金 108,415
その他 7,695

繰延税金資産小計 661,516
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △108,415
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △549,497

評価性引当額 △657,913
繰延税金資産合計 3,603

繰延税金負債
その他 △3,208

繰延税金負債合計 △3,208
繰延税金資産の純額 395

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があ
るときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

当事業年度は、税引前当期純損失であるため、注記を省略しております。

⑶ 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適

用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年
８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効
果会計の会計処理並びに開示を行っております。

(4) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」(令和７年法律第13号)が2025年３月31日

に公布され、2026年４月１日以降に開始する事業年度から防衛特別法人税が課さ
れることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使
用する法定実効税率は、2026年４月１日以降に開始する事業年度に解消が見込ま
れる一時差異については従来の30.6％から31.5％になります。

この税率変更による計算書類に与える影響は軽微であります。
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８．関連当事者との取引に関する注記
⑴ 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

⑵ 関連会社等

種 類 会社等
の名称

資 本 金
又 は
出 資 金

（千 円）

事業の
内 容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割 合
( ％ )

関連当事者
との関係 取 引 の

内 容
取引金額
（千 円） 科 目 期末残高

（千 円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社 ソフィア
総合研究所㈱ 49,900 インターネット

関連事業 100.0 兼任
２名

経営
指導 配当金の受取 150,000 ― ―

子会社 ソフィア
デジタル㈱ 10,000 通信事業 100.0 兼任

１名
経営
指導 配当金の受取 230,000 ― ―

子会社 ㈱ソフィア
グローバルワークス 10,000 その他 ― ― 経営

指導 資金の回収 29,500 ― ―

子会社 ルナ調剤㈱ 99,000
調剤薬局
及びその
周辺事業

100.0 ― 経営
指導

利息の受取 40,920 ― ―

資金の貸付
（注 １）
（注 ２）

150,000
関係会社
長期貸付金
（注１）
（注２）

2,878,000

債務保証
（注 3） 11,400 ― ―

子会社 ㈱アルファ
メデイックス 2,500

調剤薬局
及びその
周辺事業

100.0 ― 経営
指導

債務保証
（注 3） 132,635 ― ―

（注１）ルナ調剤株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定
しており、返済条件はその都度協議し決定しております。

（注２）ルナ調剤株式会社に対する貸付金に対しては当事業年度で貸倒引当金繰入額
230,917千円を営業外費用に計上し、1,561,909千円の貸倒引当金を計上し
ております。

（注３）ルナ調剤株式会社及び株式会社アルファメデイックスの借入金について当社
が債務保証を行っているものであります。なお、保証料の受領はありません。
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９．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は
以下のとおりであります。

経営指導サービス
子会社との契約内容に応じた受託業務の提供を行っており、提供する役務内容

に基づき収益を認識しています。

当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約
に重要な金融要素は含まれていません。

10．１株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 339円75銭
⑵ １株当たり当期純損失 89円51銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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